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上 記 審 査 請 求 人 （以 下 「請 求 人 」 と い う。） か ら 平 成 ２ ２ 年 ５ 月 ２ ０ 日 に 請 求 の あ っ た

㎜ 福 祉 事 務 所 長 ＼（以 下･･「処 分 庁 」 ，と い う 。） の 生 活 保 護 法 濔 和 ２ ５ 年 睥 律 第 １ ４ ４

号レ 以 下 「法 」 と い う 。 ）第 ２ ４ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 平 成 ２ ３ 年 ４ 月 １ ４ 日 文 書 日 付 け

に よ る 平 成 ２ ３ 年 ４ 月 ６ 日 付け 生 活 保 護 擺 始 申 請 却 下 処 分 （ 以 下 「 本件 処 分 」 と い う 。）

に 係 る 審 査 請 求 に つ い て ， 次 の と お り 裁 決 し ま す ，レ　 でｰ　　　　　　　　’･　　　
Ｉ･　　　　!．　　　Ｉ

平成２３年７月８日

本件処分を取杠消す。

主

理

宮崎県知事　河野

文

由

１　審査請求の趣旨及びその理由　ｺ　　　　ｰ･　レ　　　　　こ　　　犬
本件審査請求の趣旨は、処分庁が請求人に対して行った本件処分について取消しを求

めるものであって、その理由は次のとおりである。　　　　　　　　　　∧
（１）請求人はレ平成２０年２月１８日まで広島県で生活していた。当時、請求人は、薬



物 依 存 症 のお そ れ が あ っ た こと か ら 、 平 成 ２ ０年 ２ 月１ ９ 日 か ら同 月 ３ １ 日＼ま 七■

㎜ に 入 所 した 。 そ の 後4 平｡成210 年 ３月 １ 日 か ら平 成 ２ １年 ４ 月 １ ６ 日 ま で 及 び

平 成 ２ １ 年 ７ 月 １ ０ 日 か｡ら現 在 に 至 る ま で 、 精 神 師 害 に よ り 医 療 法人 ㎜

病 院 ’（以 下 二「■ 病 院 」 と い う 。） に 入 院 し て い る 。 請 求 人 が 請 求 人 の 嶷 父 （以 下

「義 父 」 と い う 。） 及 び 請 求 人 の 母 （以 下 「母 」 と い う 。） の 家 懲 生 活 し た の は 、 一

時 退 院 し た 平 成 ２ １年 ４ 月 １ ６ 日 か ら 同 年 ７月 １ ０ 日ま で の わず か ３ か 月 弱 に 過 ぎ な

い 。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　二　　　　　 ＝

厂 し た がっ て､｡ 請 求 人 と 義 父 及 び 母 と は 同 一 の 住 居 に 居 住 し て い な い ノ よ っ て 、 請 求

人 の義 父 及 び 請 求 人 の 母 と は 、 同 一 の 世 帯 で あ る と は い え な い 。　　　　　　　　　 ご

（２ ） 請 求 人 は､、 母 の 娘 で あ り 、 義 父 は 母 と 夫 婦 で あ る 。 し か し 、 請 求 人 の 実 父 と 母 は 請

求 人 が 未 成 年 で あ っ た 平 成 ９年 ３ 月 に 離 婚 し て お り 、 請 求 人 の実 父 が 請 求 人 の 親権 者

と な っ て い る √ 一 方 、 義 父 は 請 求 人 と 親 族 関 係 に な い の で 、 生活 保 持 義 務 関 係 にな い

（戸 籍 謄 本 参 照 ）。　　　　　　 犬　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ダ

ト ま た 、 請 求 人 は 、 上 記 の よう に平 成 ２ ０年 ３月 １ 日 か ら 平 成 ２ １ 年 ４ 月 １ ６ 日 まで

及 び 平 成 ２ １ 年 ７ 月 １ Ｑ日 か ら 現 在 に 至 両ま で 精 神 障 害 に よ り㎜ 病 院 に 入 院 し て お

り 、 現 在 の と こ ろ 、 退 院 の 予 定 は な い 。 こ の よ う に 請 求 人 は 現 在 ま で 長 期 間入 院 し て

二 お り 、 今 後 も 退 院 の 予 定 が な い と こ ろ 、 請求 人 と 義 父及 び 母 を 同こｰ世 帯 と取 り 扱 う こ

､と は 、義 父 と 母 ま で 長 期 間 、 最 低 生 活 を 下 回 る 生 活 を 強 い る こ と に な り 、義 父 及 び 母
Ｉ　　　　　　　　Ｉ　　　　　　　　　■Ｉ　　　　　　　　　　　・　　　　　　　　－　　　　　　Ｉ
の 自 立 助 長 を 著 し く 害 す る Ｏ　　　　　　　　　　 ＼　　　　　　 ダ

Ｊ　　し た が っ て 、 仮 に 請 求 人 と 義 父 及 び 母 が 同 一 の 世 帯 と 取 り 扱 われ る と し て も 、 法 第

１ ０ 条 た だ し 書 によ り 、 請 求 人 は 義 父 及 び 母 か ら め 世｡帯 分 離 を 行 い 、 請 求 人 だ け を 保

護 す る ご と が 適 当 で あ る 。　　 十　　　　　　　　　 ＼ ’

２　処分庁の弁明

｀　処分庁の弁明の趣旨は、本件審査請求を却下するよう求めるというものであって、そ
の理由は次のとおりである。

（１）平成２３年２月２８日に義父が請求人の生活保護相談のため来所し、面接において

義父は､I請求人に対して扶養義務があるわけではないため、請求人単身で生活保護申
請したいと考えていると述べた。　　　　　　　　　　　　　　　　　 ／　　＼
義､父に対し、生活保護の世帯単位の原則について説明し、請求人単身で申請した場

合√入院前に義父及び母世帯と生計を同一にして生活していた経緯から、調査においj
‥ て出身世帯と同一であ 名と判断 されれば、世帯認定め観点から事実と異なる申請とし
て却下となる可能性が高い旨説册し、検討したうえで申請するよう伝え、生活保護申

」青書を手交した。後日、代理人が来所し、請求人単身での生活保護を申請されたため、
申請書一式を受理した。　　　　＼　　　　　　　　　　　　　　　　 、。　　　　　一

申請受理後、母及び義父から生活実態について聴取したとごろ、請求人が入院前に
母及び義父と共に生活をしていたこと、また、現在も請求人が毎月外泊許可をとり、

母宅に帰来している状況が確認できたため、処分庁としては、聴取内容から請求人は
/母及び義父と同一の世帯であると判断甘ざる｡を得ないため、請求人単身での申請は、



事実 と 異なる 申請 として却 下とな る可能 性 が高い 旨説明した。　　 ヶ

（ ２）母及 び義父 か ら、 現 在の状 況で、 請求人 のみ を生活保護 として 取り扱 う可能性 につ

いて 問われた ため･、 あく ま七調 査･の 結果にお いで 判断される こと を前提 として 、請求

人、母 及び義 父の ３人で 生活保 護を 申請し、 申請後 の調査 の結果、 義父及び母 を世帯

分離 する こと が可能 とな れば、処 分庁と して は請 求人のみを 生活保 護として取 り扱う

ことが可 能であ るが、 請 求人√母 及び 義 父の｀3人 世帯で 生活保 護の 要否判定を 行い、

保護 「要」 とな る こと が前提で ある ことを説 明した 。

こ れに対し 、可 能性 があ れ ば請求 人、母 及び 義父 の３人 世帯で 申請する ことも考え

たい。 現時点 にお ける ３人世帯 での 生活保 護の要 否 につい て確 認し たいと の話があっ

た ため 、現時 点で は義父及 び母 の預貯 金調 査等 行 えないこ とから、 義攵が受 給する年

金担保 貸付 に係る剰 余金 のみを 世帯の 収入充 当額 とした 場 合の要否 判定を行 い、その

結果 につ いて再度 、 連絡 する腦 伝え た。 二　　　　 ∧

後 日、､義 父 の年金 担保貸 付に係 る剰余 金のみ を収 入充当 額とし た場 合の要否｡判 定を

行っ た結果i 保 護 「要」 とな った ことを 義父に 伝えたと ころ、 ３人世帯で 改めて 申請

を行 いた い との 意思 が示された ため 、申 請中であ る請求人 単身 の生活保護 中請は鴃 下

げ若しく は却 下 の取扱 いとなる こと を説明し た ところ√却 下の判断 を下jして いただき

た いとの 意向で あっ た。

平 成 ２３年 ４月 ６日、 義父より請 求人、母 及び義 父の ３人世帯で 生活 保 護の申請が

な されたた め、 同 日付で 本件処分 を決定 し、平 成 ２３年４月 １４日付 けで代 理人に本

件処分 の決 定通知 書 を送付し た。　　　　　 ’

・した がっ て、 本件処 分 につ いて 違法又 は不当な 点 はなく√ 請 求人の主 張する 本件処

｀　　　　　　　　　　　　　　　●　　　　　Jj分の取 消し は認め られな い。　　　　　　　　　　　　　　　　 卜　　　　
づ

３　審査庁 の判断
（１）審査請求の理由（１）について　　　　 卜　　　　　　　　　　　 ＼　　　　　 二

‘ 法第１０条の規定により、、「保護は、世帯を単位としてその要否及び程度を定める

もの」とされてい､る。これは、各個人の経済生活は通常世帯を単位として営まれてお
り、したがって、保護を必要とする生活困窮という事態は、ある特定の個人について
あらわれるものではなく、生計を同一にしている世帯全体を観察してはじめて把握さ

れる現象であるという考え方に基づくものである。なお、ここでいう「世帯」とは、
主に生計の同一性に着目して、社会生活上、現に家計を共伺にして消費生活を営んで
いると認められるひとつの単位をさすと解されている、

生活保護制度における世帯の認定にあたっては、「生活保護法による保護の実施要
領にづいて」（昭和３６年’４月１日厚生省発社第1 2 31一号厚生事務次官通知。以下
（次官通知卜 という 。）第１により√同一の住居に居住し√生計を一iこしている者は、
＼原則として、同一世帯員として認定することとされている。/これはレ 生計を一にして

いるか否かの認定が主として事実認定の問題であるところから、比較的事実認定が容

易な同一居住という 目安をあわせて用いることとしたものであり、このような目安と二
しては、他に畢聾なものとして居住者相互の関係（親族関係の有無、濃密性等）が挙



げられている。　　　　　　十　　　　　　　 イ

なお、同一居住は同¬生計の判定の王で重要ではあるが、ひとつの目安であるにす

ぎないから、同一の住居に居住していなくても二それが一時的なものであって一定の
時期が到来すれば、再び他め世帯員の居住する住居に帰来し七生活することが予定さ

れているような場合は、居住を異にしても同一の生計を営んでいるものであり、これ
を同一世帯として認定することとなる。「生活保護による保護の実施要領について」
（昭和３８年４月１日社発第２４６号厚生省社会局長通知。以下「局長通知」とい
う。）第１－１により、病気治療のため病院等に入院又は入所（中略）している場合、
居住を一にしていないが√同一世帯に属していると判断すべきものとされているのは、
こうした考え方に基づくものである。

また、「生活保護手帳別冊問答集２ ０ １ ０」 （以下「問答集」二という。=）問１－４の
答によれば、病院その他特定の目的のために入院・入所する施設は。救護施設、母子
生活支援施設のように生活維持を目的として入所する施設を除き、その場所は居住地ヽ
と認定されず、したがって、そ の期間の長短をもって世帯認定を変更すべきではない
とされている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ‥

一方、問答集問1 －｡･6の設問「肺結核で入院中の妻乙、その夫甲及び甲乙間の子･2
人並びに甲と同棲している女丙、甲丙間の子１人及び丙の先夫の子１人。上記のもの
によって構成される集まりを同一世帯と認定してよいか。ちなみに、現在乙を除く者

は同一住居に居住して 消費生活を一にしており、入院中の乙にも毎月一定のj送金が行
われている。」に対する答によれば、「（前略）甲と乙が依然と､して法律上の夫婦関係
にあり、甲 が乙に一定め送金を継続し、乙も甲との婚姻を解消する意思はなく、退院

後は甲のもとに帰ることを予定しているような場合には、乙を甲と同一世帯と認定す
べきであろう。これに反し、甲と乙との間には全く音信が途絶え、乙が甲のもとに帰
来するととが期待できず、夫婦関係が全く解体したような場合には、たとえ法律上は

夫婦であっても訶世帯と認定すべきであろう6」とされてお入り、全く音信が途絶え、
帰来が期待できないなどの一定の状況が認められれば、治療のため医療機関に入院中
の者と出身世帯を別世帯とする取扱いがあり得ることを示している。
これらを本件処分についてみると、次の事実が認められるぶ

ア　請求人は、平成･2 0 年３月１日から㎜ 病院に入院匸 平成２ ０年３月２４日付
けで新生病院を現在地として単身世帯で保護が開始されていること。　　　　 レニ

イ　 請求人は、平成111 年４月ｒ ６ 日に㎜ 病院を退院し、母（7）引取り扶養を理由と
して平成２１年４月１７日付けで保護が廃止されていること。　　　　　 ・

ウ　平成2 」／年４月１６日から同年７月１０日までの間､･請求人は母及び義父の住居

で母及び義父とともに生活していること。　　　　　　＼　 よ
卩二　平成２１年打ﾓ1］ﾚｏＢ から請求人ほ● 病院に瀚入院していること　　　　 ＼

オ　請求人は、母及び義父とは別の世帯として平成２２年度における国民健康保険税

の納税義務者とされていること。　 △ ‘　　 口　　　　　　　　　　　 卜
力　平成２β年２月２５日に㎜ 病院の職員が処分庁に来所した際、請求人の医療費

しの滞納が蓄積しているとの話がなされていること。二　　　　　 ‥ 、　‥‥
キ　処分庁の職員が平成２３年３月２３日に請求人と面接した際､厂請求人は、もし退
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院 と なれ ば 、とりあ え ずグル ープ ホーム等 へ入 所したい 意向であり 、退院後 の母と

ゐ 向居 につい七 は請求 人自 身考え ていな い と答え ていること √　　　　　　 ノ

ク　 平 成 ２３年 ３月2.3 日に処 分庁 の 職員 が母及 び義父と 面接 した 際、母及び 義父か

ら 、 請求 人は月 １回 、母及 び 義父の 自宅 で２、 ３泊程度 の外 泊をしている との話が

あっ た こと．　ブ　　　　　　　　　　　 ’　．　　　　　　　　　･･

／　　上 記 オ、力 及びキ の とおり 、 請求 人 と母及び 義父 の生 肝関係 の同 一性及び母及び 義

父 の居 住 地 に係る 請求人 の帰来 予定 先と して の期待 性に関 する事実 があることか ら、

処 分庁 は これ らの事実 について その 実態 を把握し た うえ で請求人、母 及び義父 に係る

世帯 の 認定 を行う 余地 があ ったと考 え られるノ　　　　　 入

し か しな か ら、上記 イ及 びウ のとお り 、請求人 は平成２ １年４月 １ ６日に㎜ 病院

＼を退 院後 、 約 ３か月間 、母 及び 義父 の住居 にて同 居生活 してお り、また、当該 同居生

活 が 一時 的な も のとは 認め られな いこ とか ら、少な くとも平成 ２１年７月 １０日に請

求 人 が■ 病 院 に再入 院して 現在 に至って いる 請 求人の出身世帯 は、母及び義父 の世

帯 と 判断 され る． また、 上記 ク のとおり二 請求 人 が母及 び義父の自宅 に定期的な 外泊

をし て いる こ とか ら、 請求人 が母及 び義 父の居 住地 を帰来先として 生活す ること が期

．待 できな い 状態と まで は 言えない ．

し た がっ て、 処分庁 が 上記ウ 及び クの 事実を 基に、本件 処分において 請求人と母及

び義 父 を同 一 世帯と認 定 したこ とに ついて 、本 件処分を取 り消すだけ の重 大な かしが

あっ た とは 認.め られな い． よっ て、 こ､の真 にお いて本件処 分に違 法又は不当な 点はな

く 、 請求 人 の主 張 は理 由がな い．　　　　　　 ノ　　　　　　 レ　　　　 １　　　　・　．．･■

（２） 審 査請 求の 理由 （２） につ いて

（１） のとお り、 生 活保 護制度 におけ る保 護の実 施にあ.たっては 世帯単位の 原則を

採 用 して いる が、 法 第 １ ０ 条 ただ し 書の 規定 により、「ごれ により がた い とき は、 個

大 を単 位 として定 め る ことができ る」 とさ れて いる．　　　 ＼

‥ こ のよう な 個人 を単 位として 保護 を実 施する ことは、そ の個人を世帯 から分離して

取り 扱 う こと にほかな らない ので この措 置を世 帯分 離と称して いる が、具体 的 には、

局長 通 知第 １ －２又 は ５に列記 されて い る要件 に該当する 場合は、同一世帯 に属して

いる と 認定 される.も ので も、世帯 分離 して差 し支えない ことと されて いる．･　・ ．・ ．・

づこ れ を本 件処分 につ い てみる と、 前記 （１） のエのとおり 請求人は平成 ２ １年7 月

＼から■ 病 院に 入院し 七 いると と’及び 請求人 に対し て母 及び 義父は いずれも 生活保持
１　　　　　　　　　　　　　１　　　　　　　　　　　　　１　　・　　　　　　　　　　　¶
義 務 関 係に な い こと か ら匸局長 通知第1-2-  (5)  - ア 「６箇月以上 の入 院又は入

所 を 要する 患 者等 に対 して 出身 世帯員 のいず れも が生活 保持義務関係 にな い場合 （世

帯 分 離 を 行わ な いと す れば 、そ の世 帯 が要保 護世 帯とな る場合 に限る．） であって 、

そ の 者を 出身 世 帯員 と 同一 世帯 として 認定する こ とが出 身世帯員 の自 立助長を著しく

阻 害す る と認 め.ら れる ときj によ り、処 分庁 が認定した請 求人、母及び義 父の 世帯

（以 下 「請求 人 世帯」 と いう．） が要 保護 世帯 とな る場 合､◇世帯分離 をする ことが可
能と 考 え られる ため 、処 分庁 は請求 人世 帯に 属する 世帯 員 の資産及び収入 に係る.調査

を行 っ たう､えで.･、保 護 の要否 について 判定 を行 い、要保護 世帯と判定された 場合は √

請求 人の 世 帯に つい て 世帯分 離 を行 うか どうか検 討する 必 要があったと判断 される．



．しかしながら、処分庁は、母及び義父の資産及び収入に係る必要な調査を行わない
まま。義父の申告に基づく年金担保貸付に係る剰余金のみを収入充当額とした要否判
定を行っているが、このような要否判定では請求人世帯の要保護性の確認が適正にな
されたとは認められない。結果として、処分庁は本件処分において請求人と母及び義
父との世帯分離の可否に係る請求人世帯の要保護性の確認をしていたものとはいえずi
この点において本件処分は不当であると言わざるを得ない。　∇
なお、念のため附言すると、局長通知第１－２のただし書により、同通知第1 －2J
－（5 ）については、特に機械的に取り扱うことなく√世帯の状況及び地域の生活実
態を十分考慮じたうえで実施することとされており、また、問答集問1-4  5 の答に
よれば、活用すべき資産があるが、直ちに処分することが困難であるため、当該資産
について法第６ ３条の規定による費用返還義務を前提として保護が開始された場合、
当該資産を有する世帯員については、世帯分離の要件に該当する場合であっても、､世
帯分離を行うことは適当ではないとされていることから、一世帯分離の適用にあたって
は、これらの点に留澂するI必要がある。

（ ３） 本 件 処 分 の 決 定 理 由 に つ い て

法 第 ２ ４ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り、･保 護 の実 施 機 関 は 、 保 護 の 開 始 の 申 請 が あっ た と
丶　　　　　　　　　－　　　　　Ｉ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■

き は 、 保 護 の 要 否 、 種 類 、 程 度 及 び 方 法 を 決 定 し 、 申 請 者 に 対 し て 書 面 を も っ て 、 こ

れ を 通 知 し な け れ ば な らな い と さ れ 、 同 条 第 ２ 項 の規 定 に よ り 、 前 項 の 書 面 に は 、 決

定 の 理 由 を 附 さ な け れ ぱ な らな い と さ れ て い る 。

こ のう ち 、 保 護 の 開 始 申 請 に 対 す る 保 護 の 要 否 の決 定 に つ い て は 、 次 官 通 知 第 １ ０

に よ り 、 原 則 と し て;･ 当 該 世 帯 につ き 認 定 し た 最 低 生 活 費 と 次官 通 知 第 ８ に よ って 認

定 し た 収 入 と の 対 比 に よ っ て 決定 す る こ と と さ れ て い る 。　　　　　 イ　　　
‥

た だ し 、 法 第 ２ ８ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 、 保 護 の実 施 機 関 は 、 保 護 の 決定 又 は 実 施

の た め必 要 が あ る と き は、 要 保 護 者 の 資 産 状 況 、 健康 状 態 そ の 他 の 事 項 を 調 査 す る た

め に 、 要 保 護 者 に つい て 、 当 該 職 員 に 、 そ の 居 住 の場 所 に 立 ち入 り 、 こ れ ら の 事 項 を

調 査 させ る こ と が で き る と さ れ て い る と こ ろ 、 同 条 第 ４項 の 規定 に よ り 、 要 保 護 者 が

第 １ 項 の 規 定 に よ る 立 入 調 査 を 拒 み 、 妨 げ 、 若 し く は 忌 避 し た と き は 、 保 護 の 開 始 の

申 請 を 却 下 す る こ と が で き る と ざ れ て い る 亠 そ し て、「生 活 保 護 の 適 正 実 施 の推 進 に

つ｡い て 」（昭 和 ５ ６ 年 １ １ 月 １ ７ 日 社 保 第1  2  3 号厚 生 省 社 会 局 保 護 課 長 ・監 査指 導

課 長 通 知 ） １ － （２ ） によ れ ば 、 資 産 の 保 有 状 況 又は 収入 状 況 の 調 査 につ き 保 護 の 申

請 者 の 協 力 が 得 られ な い場 合 、 適 切 な 保 護 の 決 定 を行 う こ と が 困難 と な る ので レ こ の

よ う な 場 合 に は 、 保 護 の 申 請 者 に 対 し､･ 法 の 趣･旨 、 内 容 等 につ き 十 分 に 説 明 を 行 う と

卜 と も に 、 や む を 得 な け れ ば 、 法第 ２ ８ 条 の 規定 に よ る 保 護 申 請 を却 下 す る こ と に つ い

て 検 討 す る こ と と さ れ て い る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 十

ま た 、 法 第 ２ ４ 条 第 ２項 の 規 定 に よ り 、 保 護 の 要否 等 の 決定 通 知 書 に 附 さな け れ ば

な ら な い と さ れ て い る 決 定 の 理 由 に つ い で 、 問 答 集 問 １ ０ － １ ４の 答:によ れ ば 、 法 第
㎜　　　　　　　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　■

２ ４ 条 第 ２ 項 は 、 保 護 の 決定 が 、 ど のよ うな 理 由 によ っ て 行 われ た も ので あ る か を 申

請 者 等 に 十 分 隨 知･さ せ る こ と が 望 ま し い と の 趣 旨 によ る も の であ る か ら 、 決定 通知 書

J　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■I∧ に 付 記 す べ き 理 由 は 、 そ の よ う な 趣 旨 を 満 足 さ せ る も の で な け れ ば な らな い と さ れ 、



こ れ を 保 護 の 決 定 の そ れ ぞ れ に つ い て 具 体 的 に 示 す ご と は 困 難 で あ る が 、 個別 の ヶ －

ス に 応 じ て 決 定 の 理 由 を 周 知 さ せ る に必 要 か つ 十 分 な 内 容 で あ り 、 申 請 者等 が容 易 に

理 解 で き る よ う な 表 現 を 用 い る こ と が 望ま し い と さ れて い る。
●　　　。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●

こ れ ら を 本 件 処 分 に つ いて み る と 、 本 件 処 分 に 係る 決 定 の 理 由 は 、「（主 ） は 母 及

び 義 父 世 帯 と 同 一 世 帯 と し て 認 定 す る こ と が 適 当 と 判断 さ れ る た め 。」 と し て い る 。

し か し な が ら 、 こ れ は あ くIま で も 請 求 人 と 母 及 び 義 父 と 同 一 の世 帯 で あ る と 判 断 し た

こ と を 説 明 し た だ け に 過 ぎ ず 、 請 求 人 の 属 す る 世 帯 が ど の よ う な 事 実 によ り 最 低 生 活

の 維 持 が 可 能 と し て 保 護 を 要 し な い と判 断 し た の か 、 又 は 法 若 し く は厚 生 労 働 省 の 発

出 す る 関 係 通 知 で 定 め ら れ た 申 請 を 却 下 す る こ` と の でき る 他 の 理 由 によ る も のな の か

に 二）い て 明 ら か で な く 、 請 求 人 に 対 し て 決 定 の 理 由 を周 知 さ せ る に 必 要か つ十 分 な 内

｜　　　　　　　　　
・　　Ｉ　Ｉ　　　●　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■

容 が 示 さ れ て い る と は い え な い 。 し た が っ て 、 本 件 処分･に は 手 続 上 の かし が あ る と 言

Ｉ　　　　　Ｉ　
、

わ ざ る を 得 な い 。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ＞

昭 和 ３ 二8年 ５ 月 ３ １ 日最 高 裁 判 決 （最 高 裁 判 所 第 二小 法 廷 昭 和 ３ ６年 （オ） 第 ８ ４

号 ） に よ れ ば 、「¬ 般 に 、 法 が 行 政 処 分 に 理 由 を 附 記す べ｡き も の とし て い る の は 、 処

分 庁 の 判 断 の 慎 重 ・合 理 性 を 担 保 し て そ の 恣 意 を 抑 制す る と と も に 、 処 分 の 理 由 を 相

手 方 に 知 らせ て 不 服 の 申立 に 便 宜 を 与 える 趣 旨 に 出 た も の で あ る か ら、 そ の記 載 を 欠

く に お い て は 処 分 自 体 の 取 消 を 免 れ な い も の と い わ な け れ ば な らな い 。」 と され て い

るノ よ って 、 理 由 附 記 に 不 備 の あ る 本 件 処 分 は 取 胼し を 免 れな い 。

（ ４ ） 結 論　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ニ　　　　　　　　　　 ニ

・　　　　　　　　　　　　｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ｒ　　　　　　・　　　　　　■（ ２ ） の と お り 、` 本 件 処 分 に は 不 当 な 点 が 認 め ら れ 、 ま た 、（ ３ ） の と お り 、 本 件

処 分 に は 手 続 上 め か し が あ る た め √ 請 求 人 の 本 件 審 査 請 求 に つ い て は 理 由 が あ る 。

よ っ て 、=行 政 不 服 審 査 法 （昭 和 ３ ７ 年 法 律 第 １ ６ ０号 ） 第 ４ ０ 条 第 ３ 項 の 規 定 に よ

り 、 主 文 め と お り 裁 決 す る 。

（教　 示）　　　　　　　　　：　　　匸　　　 ◇　　　　　　＞　　　　　　　　　　　　　　　　・

こ の裁 決に不 服があ るときは、 この裁 決があっ､たこと を知った 日の翌日から起算して３０

日以内に厚生労働大臣に再審査 請求をする ことができ る。　　　　･･

また 、この裁決があった こと を知った 臼の翌日から起 算して６か月以内に、この裁決の前

提とな る本件処分 につ いて、処 分の取消しの訴えを処 分庁 を被告として提起することができ

る。十なお 、この裁 決の 取消しの 訴え を宮 崎県を被告とし て（被告の代 表者は宮 崎県知事とな

る９）･ヽ提起することができる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ▽　　　 へ


